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地城情報化と住民のコミュニケーションに関する研究
一川越市の場合から一
常 木 映 生
A Study on Information Systems and Communication 
Behaviors in Community 
-In case of Kawagoe City— 
Teruo TSUNEKI 
Abstract 
Local information systems are usually planed from a viewpoint of local government. In this study, Prob-
!ems of local information systems in Kawagoe city are mainly discussed from a viewpoint of the residents, 
examining the possibility of local residents'participation. First, information behaviors, senses of informa-
tion-oriented society and the use of media on the residents in Kawagoe city are investigated, so as to grasp 
communication behaviors which are good grounding in participation in concerted action by the residents. 
Then, information policy in the local administration and interactions between the city and the residents are 
examined. Taking account of these factors, the local information systems in Kawagoe city are discussed 
from a viewpoint of the local residents. 
Key words : information system, communication behavior, community, Kawagoe city, local residents' 
participation 
抄録
従来，地域情報化の問題は行政側の視点に偏りがちであるが，本研究では地域情報化のもう一方の主役である
住民側の視点を中心にして，川越市当局が取り組んでいる地域情報化施策を検討し，住民参加の可能性を探りな
がら，地域情報化の方向性やあり方を論じたものである。まず川越市民の情報行動，情報化意識，メデイア利用
行動（情報発信型と情報受信型）の実態を明らかにして，地域情報化における住民参加活動の下地となるコミュ
ニケーション行動を把握した。さらに意識レベルと行動レベルで川越市民の地域に対する関わりを分析する一方
で，川越市の地域情報化施策および市民との交流の実態を検討した。これらを統合的に勘案しながら川越市の地
域情報化を論じた。
キーワード：地域情報化，コミュニケーション行動，コミュニティ意識，市民参加，川越
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1. 問題の所在
1-1. 地域情報化の経緯、現状と問題点
あらゆる社会組織と同様に、地方自治体にとっても情報化の潮流は必然のものである。
地方自治体は何らかの形で情報化を施策のなかに取り入れ、その実現を目指している。そ
の取り組み姿勢や実現化に向けた作業の進捗状況は自治体により大きく異なっているが、
この問題が重要課題の一つになっていることは間違いのないところである。
さて日本におけるこのような地域情報化の流れの発端は、 80年代半ばに電子立国を目指
す国策を受けて案出された各省庁の政策にあると言えよう。郵政省のテレトピア構想、通
産省のニューメデイア・コミュニティ構想、建設省のインテリジェント・シティ構想、農
水省のグリーントピア構想など中央官庁が競って、各々の管轄に置いて地域情報化を構想
し、地方自治体にその受け皿となるように働きかけたのである。
これらの構想が掲げていた目的、シナリオは次のようにまとめることができる（大石
1996)。
1)物理的情報装置の整備・高度化
全国的な情報通信網の整備・高度化と連動した、マルチメデイア化にも対応可能な一
群のニューメデイアの地域社会への導入。
2)情報の生産・流通・消費過程の変化
1)による、①各地域社会における情報生産・消費力の増大およ情報流通の活性化、
②各地域から他地域への情報発信力の増大、③各地域間の情報流通の活性化。
3)社会関係の変化（地域社会内）
2) による地域社会の活性化。それは新しいメデイアを利用した①産業の情報化ある
いは情報の産業化による地域産業の活性化、②住民生活の利便性の向上、③地域住民
間の新たなネットワークづくりによるコミュニティ形成、により推進される。
4)社会関係の変化（地域社会間）
2)および3)による地域間格差の是正とりわけ中央・地方関係の変革。
5)社会・文化構造の変化。
3)および4)による中央集権型の社会構造およびそれを支える中央志向意識の変革。
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要するに地域情報化は地域に新しいメデイア、システムやネットワークを導入して地域
の情報の生産・流通・消費を活性化させ、地域産業の振興、住民生活の利便性向上を図り、
コミュニティの形成や地域間格差の是正を意図するものであった。しかしながらこの地域
情報化は各自治体の必要性から自発的に生まれたものではなく、これからの日本の産業の
姿として電子産業立国を志向するという、いわば国策として発想されてきたのである。
このように各中央官庁が打ち出す地域情報化政策に対して、地方自治体がその対応をめ
ぐって苦慮している状況のなかで、自治省 (1989) は「地方公共団体における地域情報化
の推進に関する指針」を示し、地方自治体が執るべき施策について具体的な方向性を明ら
かにした。ここでは地域情報化の目的として地域住民の福祉の向上と地域の活性化が挙げ
られ、地域住民の生活全般にわたる情報システムと情報通信基盤の整備を推進すべき分野
としている。
その後1997年7月に、自治省は地域情報化の進展および情報通信技術の急激な発展によ
り新たな情報化施策の方向性を示す必要が生じてきたとして、「高度情報通信社会に対応
した地域の情報化の推進に関する指針」を各地方自治体に通知した。少し長くなるが現在
の地域情報化の目的がはっきり示されているので、要約して引用しておく。ここでは七つ
に分けて次のように指針が示されている。
1)今後の地域における情報化の方向
①グローバルなネットワーク及び双方向性を持つ情報通信技術の活用により、容易に
地方自治体及び地域住民が情報発信主体となりうること。
②ネットワークの進展により、近隣県市町村のみならずこれらを飛びこえた広域的な
情報化施策を図ること。
③社会的弱者の社会参加、情報弱者の解消を図り、全ての住民が高度情報通信社会の
便益を不便なく享受できる仕組みを構築すること。
④情報通信基盤の整備を図り、高度な情報通信技術の成果を活用して、地域の情報通
信格差を是正すること。
2)住民生活の情報化
住民サービスの質的向上、新たな住民サービスの提供、住民負担の緩和、住民参加型
の行政などの実現のため、地域特性を配慮した、住民ニーズに適合した情報通信シス
テムの構築が必要であること。検討されるべき施策として①保健•福祉・医療、②教
育、③災害対策、④行政窓口、⑤住民との情報交流が考えられる。
3)地域産業の情報化
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広く民間事業者に開放された情報通信拠点施設を中心に、その有効利用と民間事業者
の育成を図るため、①地元産業の情報化、②情報通信関連産業の立地促進を図るこ
と。
4)情報通信基盤の整備
情報通信格差の是正と地域の情報化の円滑な推進という観点から、①多重的な情報通
信体系の整備、②広域的な整備、③地域における情報通信拠点施設の整備を図ること。
5)情報化の円滑な推進
広く産官学および住民が一体となった総合的体系的な体制が必要で、①地域情報化計
画の重要性、②技術進歩への対応、③広域的な推進体制が必要となる。
6)地域の情報化を担う人材
長期的な視点から①人材の確保、②情報リテラシーの向上を図ること。
7)その他の留意点
①個人情報保護対策、②セキュリティ・障害対策、③知的所有権などの保護を園るこ
と。
このような中央官庁からの地域情報化政策を受けて、さらには自治省からの指針に対応
して、各地方自治体はその対応に戸惑いながらも地域情報化を促進してきている。地方自
治情報センター (1996)は地域情報化を行政情報システムと地域情報通信システムに大別
している。行政情報システムは自治体内業務のコンピュータ化に関するもので、ほとんど
の自治体では住民税、固定資産税、国民健康保険などの業務がコンピュータによって処理
されている。この面での情報化はほとんど滞ることなく、着実に進行しつつあり、その他
の業務の電算化も時間の問題であろう。地域情報通信システムは各中央官庁が歌い上げた
政策に直接対応し、地域産業の振興、住民生活の生活利便性の向上を目指すものであるが、
必ずしもスムースに導入されているわけではない。地域と直接の接点をもつこれらのシス
テム／サービスは現在の地域情報化施策の中心的な課題になっているものの、まだまだ立
ち上がりの段階にあるといえる。
地域と直接の接点をもつ地域情報化があまり活性化していないことには、経済上の問題、
施策立案上の問題などさまざまの理由が考えられる。詳しくは拙稿（常木1998) を参照し
ていただくとして、ここでは現状における地域情報化の施策立案上の問題点を二つ挙げて
おく。一つは地域情報化施策がメデイア、システム中心のハード面に偏りがちな点である。
情報のコンテンツに対する検討が不充分であったり、システムの運用の問題が軽視されて
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いるのである。もう一つは、住民の地域情報ニーズが曖昧なままに施策が立案されている
点である。地域で生活している住民や地域の企業に必要なあるいは望まれている情報通信
システムは何であるのか、どのような順序でそれらのシステムを構築して行くのかなどの
検討があまり為されないまま、他の地方自治体で構築、計画されているからそれに追従す
るといった安易な姿勢で地域情報化を立案するような自治体が少なくないのである。ただ
地域の住民や産業の地域情報ニーズの把握をすべての自治体が怠っていたわけではない。
自治体によっては積極的に地域情報ニーズを探っていた。しかしながら一部のニーズを除
いて、はっきりとした形で見えてこなかったのである。
1-2. 地域情報に対するニーズと住民の積極的な参加
先に挙げた自治省の指針 (1989、1997)でも明らかなように、地域情報化の目指すとこ
ろは地域住民の生活利便性の向上と地域社会の活性化である。この目標を達成するために
は、情報通信システムのハード面の充実だけではなく、情報内容というソフト面の充実を
図る必要がある。また行政側の取り組みだけではなく、地域の住民・商店・企業など市民
サイドからの参加も必要になる。船津 (1997) は「地域情報は外から、上から与えられる
ものではなく、地域住民が下から、内から生み出すものである。これまでの地域の情報化
は、その多くは国主導の、コンサルタント任せのプランづくりとなり、住民不在のものと
なってしまった。地域情報化施策の関係者は、準備段階およぴ計画段階ではコンサルタン
トの占める比率がかなり高く、実行段階および現在の段階では行政が多くなっている。そ
のため、住民の意識や関心も低く、その展開も上すべりのものとなってしまっている。し
かし情報主体は地域住民であり、地域住民の主体的活動として地域情報の産出が必要とさ
れる。したがって、地域情報化には地域住民の積極的参加が必要不可欠とされる」と鋭く
問題点を指摘している。
それでは地域住民は地域情報にどの程度の関心を持っているのであろうか。いくつかの
調査結果からこの点を明らかにして行くが、まず地域メデイアに対する評価を見ておく。
基本的に、マスメデイアからの情報は受け手すべてが関心を持つあるいは受け手すべてに
とって重要とみなされるものであるのに対して、地域メデイアはいうまでもなくマス・コ
ミュニケーションから漏れ落ちる地域の情報を扱う。この地域メデイアからの情報に対す
る関心は決して低くない。大石 (1996)は「日常生活の地域情報を知る際のメデイア評価」
として「テレビのローカルニュース」 (84.7%) 「地方紙」 (83.5%) 「県市の広報誌」
(75.2%) 「職場の同僚や友人の話」 (71.0%) 「家族や近隣の人の話」 (68.7%) 「全国紙の
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地方版」 (65.3%) との結果を得ている（数値は「非常に役立つ」「まあ役立つ」と回答し
た者の％）。今回実施した調査では、川越市が毎月発行している『広報川越』をどの程度
読んでいるかを聞いている。表 1がその結果である。
表 1.広報川越の閲読度
毎回読んでいる 68.1% 
ときどき読んでいる 20.1% 
ほとんど読んでいない 8.7% 
知らない 1.7% 
不明 1.4% 
これらの調査結果が示しているように、地域の情報を扱うメデイアは地域住民にとって
明らかに関心の対象になっているのである。
それでは、地域住民にとって必要な地域情報内容とはどのようなものなのであろうか。
船津 (1997)はCATV視聴者に対する調査から、住民自身が強く求めている地域情報とし
て、行政、産業、医療、福祉、文化・歴史に関するものを挙げている。林 (1996)は地域
問題（争点）情報（地域社会全体の利害に関わり、賛否や是非を伴う情報）、地域生活
（便益）情報（生活上の利便と結び付き生活の効率をあげる上で役立つ情報）、地域文化情
報（地域に関わる知識・ 教養・趣味などの情報）、地域イベント情報（地域に関係する事
件・出来事・催し・予兆）とまとめている。
この様な住民側のニーズ、関心を地域情報化施策のなかに取り込まなければならないが、
それだけで地域情報化の目的が達成されると考えるのはあまりに楽観的である。すでに指
摘しているように地域情報化へ住民側も積極的に参加することに依って始めて、成果が得
られるのではなかろうか。
1-3. 本研究の目的
この研究は東京近郊に在る川越市を題材にして、地域社会における地域情報化のあり方
について考察することが目的である。従来、地域情報化の問題は行政側に偏りがちで、住
民側の問題はあまり論じられてこなかった。この研究は住民側の視点を中心に据えて、地
域情報化の問題を扱おうとするものである。このため、まず地域情報化の一方の主役であ
る川越市民の情報行動、情報化意識、コミュニケーション行動の実態を明らかにする。言
わば地域情報化における住民サイドの活動の下地となる部分を把握するのである。そのう
えで住民がどのように川越という地域に関わっているのかについて明らかにする。これら
-186-
地域情報化と住民のコミュニケーションに関する研究ー川越市の場合から（常木）
の作業は川越市の中核的な地区で実施したアンケート調査によって行なわれる。
この地区は川越市の歴史を中心的に形成してきた伝統な町で、現在でも川越市の観光、
政治、商業などの中核的な位置を占めている地域となっている。従って川越市の地域情報
化の問題でも、この地区の住民が中核となることが期待されている。もちろん川越市の地
域情報化を考える際にはこの地区以外の住民の意向も対象にしなければならないが、この
地区の住民の考えは川越市の地域情報化の方向性を検討する際に大いに有用であろう。
これら住民側の問題に加えて、現在川越市の行政側が取り組んでいる地域情報化施策を
検討し、住民参加の可能性を踏まえて地域情報化の方向性や在り方を論じていきたい。
2 . 川越市のプロフィールと調査の概要
この研究では川越市を対象にして、ヒアリング調査、アンケート調査を行った。調査結
果を述べる前に対象地域である川越市と調査の概要について説明しておく。
2-1. 川越市のプロフィール
(1)歴史
大昔には、川越は現在の市の南東部まで遠浅の海で、住居跡や貝塚が見られるなど早い
時期から住むのに適した土地だったと考えられている。平安時代末から鎌倉時代にかけて
武士による荘園が作られ、川越氏は武蔵国の実力者として幕府に重用された。 1457年に太
田道灌らによって川越城が築かれ、やがて北条氏の支配下で小田原城の支城となり、 1590
年に徳川家康の関東入部に伴い、川越藩が置かれ、幕末まで続いた。川越は江戸の北の守
りとして、また農作物などの供給地として栄えていたが、新河岸川を利用した江戸との
「舟運」により商人の町としても発達した。この「舟運」により江戸との交流が盛んにな
り、その文化が数多く取り入れられた川越は、今でも「小江戸」と呼ばれている。明治に
なると川越は埼玉県一の商業都市として繁栄し、明治半ばの大火後、土蔵造りの店が多く
作られ、これが現在も残る蔵造りの町並みとなっている。 1922年に埼玉県最初の市制を施
行し、川越市が誕生した。
(2)地理
川越市は埼至県の南西部、武蔵野台地の東北端に位置している。西から東に緩やかに傾
斜しているこの市は、北東部の水田地帯、中央部の市街地、南西部の畑作地帯に分けられ
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る。都心からわずか30キロの距離に在り、 JR川越線、東部東上線、西部新宿線と 3つの鉄
道により、また関越高速道によって都心、副都心と結ばれている。さらに市内を通る国道
16号線により近隣の都市、他の高速道路へ容易にアクセスできる。
(3)産業
首都圏近隣のベッドタウンでありながら、商品作物を生産する近郊農業（第 1次産業人
口は約 3%)、交通の要所を生かした流通業、伝統的な商工業、歴史と文化に彩られた観
光などが主要な産業である。川越市は埼玉県南西部の中心都市、首都圏に位置する衛星都
市として発展するとともに、時の鐘、喜多院、川越まつり、蔵造りの町並みなどの文化財
を観光資源とする「歴史と文化のまち」として、年間350万人の観光客を集める観光都市
でもある。
(4) 人口
平成 8年9月現在の人口は約32万3千人で、このところその伸び率は低くなっているも
のの、東京の通勤圏に位置することから増加のまま推移している。
2-2. 調査の概要
川越市民ば情報化をそもそもどのように意識しているのであろうか。本研究では、主と
して1998年11月に実施した「川越市民の生活とコミュニケーションに関する調査」（以下
98年調査）のうち、情報化に関する項目とコミュニケーションに関する項目についての分
析結果に基いて進められている。次の章にその結果を記すが、その前にこの調査の概要を
述べておく。
また同調査は1991年12月に実施した「川越市民のコミーニケーションに関する調査」
（以下91年調査）との経年比較をも意図したものであった。そこでこれらの項目について
の時系列分析結果も、可能なかぎり合わせて述べておきたい。なお91年調査は、調査地域
が川越市のうち川越ケープル・ビジョンの第一期サービスエリアで、ほぼ川越市旧市街地
とその周辺地区、調査対象者がその地区に住む25歳から64歳の男女738人（有効標本数、
有効回収率68.4%)、調査方法が訪問配布・訪問回収法、調査期間が91年12月上旬である。
1)調査対象地区とその特徴
調査対象地区は川越市中心部の「旧十か町・四門前町」地区。この地区は江戸時代
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に築城された川越城の城下町で、江戸から昭和の初期にかけて新河岸川水運により、
江戸（東京）と関東北部を結ぶ流通の拠点として繁栄した。現在は伝統的建造物保存
地区に指定され、「蔵造りの町並み」「菓子屋横丁」「時の鐘」、多くの寺院が立ち並ぶ
「歴史の町川越」「小江戸」を象徴する地区であり、「川越まつり」や観光による町お
こしの中心となっている地区である。
2)調査母集団
当該地区に在住の20歳以上の男女、 5,870人。
3)サンプリング
選挙人名簿を使用した一段無作為抽出法で、抽出間隔を 6として983人を選び出し
た。
4)調査方法
訪問配布・訪問回収法。
5)調査期間
配布期間は1998年1月7-8日で、回収期間は配布一週間後の1998年11月14-15日
である。
6)有効標本数と有効回収率
有効標本数は642で、有効回収率は65.3%である
7)調査対象者の属性
調査対象者（有効回答者）の主要な属性は以下のとおりである。
a. 性別：男性46.9%、女性53.1%
b. 生まれた年代：明治1.2%、大正10.1%、昭和87.2%、不明1.4%
C. 職業：自営業23.5%、勤め人34.7%、主婦（パート） 8.6%、主婦（専業） 13.6%、
無職10.6%、学生3.7%、その他3.9%、不明1.4%
d. 職場・学校の所在地：川越市内44.9%、埼至県内13.6%、東京都内15.9%、その他
2.6%、通勤通学せず10.6%、不明12.5%
e. 家族構成：子どもなし9.8%、第 1子が入学前6.4%、第 1子が小・中学生10.0%、
第1子が高・大学生8.9%、第 1子が就職・結婚22.1%、末子が就職・結婚11.4%、
単身14.8%、その他12.9%、不明3.7%
f. 同居家族（複数回答） ：夫・妻65.1%、子ども52.6%、親30.7%、祖父母4.0%、そ
の他12.6%、一人暮らし7.2%、不明1.9%
g. 同居人数（平均） ： 3.57人
-189-
関西大学『社会学部紀要』第32巻第3号
h. 学歴：旧制小学校・新制中学校11.1%、旧制中学校・新制高校34.6%、旧制高校
5.9%、高専・短大18.8%、大学25.2%、大学院0.9%、不明3.4%
i. 現在の場所での居住年数： ~5年15.1%、~10年10.7%、~20年16.2%、~30年
19.2%、~40年13.1%、~50年10.0%、51年以上12.9%、不明2.8%、平均居住年数
26.9年
j. 住居種類：持ち家80.4%、賃貸13.2%~ 社宅・公務員住宅・ 寮1.2%、その他3.1%、
不明2.0%
k. 住居形態：一戸建で職場・店舗を兼ねる27.6%、一戸建で職場は別にある37.9%、
集合住宅25.2%、その他8.1%、不明1.2%
3. 川越市民の情報化、情報化意識、コミュニケーション行動
地域情報化の問題を検討する際に、当事者の一方である一般市民のことを考察する必要
があるのは言うまでもない。とりわけ市民と情報の関わりの実態を把握しておくことが必
要であろう。そこでこの章では、一般市民の情報化、情報化意識さらにコミュニケーショ
ン行動について分析して行く。
3-1. 情報関連機器の利用状況から見た情報化
情報関連機器の利用状況を調べた単純集計結果を表2に示す。この質問は川越市民の情
報化の程度を計るひとつの指標として設けられた。情報化の指標としては、他にも考えら
れるが、情報関連機器の利用率は最も直接的な指標の一つであると思われるため、この研
究では一つの分析軸として採用した。ここに挙げた情報関連機器のほとんどは、この20年
に登場したものであり、何らかの形でコンピュータが介在しているものである。数値は利
用していると答えた者のパーセンテージである。なお（ ）内の数値は91年調査のもので
あり、（ ）のないものは91年調査では取り上げなかった項目である。
この結果を見ると、仕事、経済、娯楽などほとんどあらゆる生活諸活動の領域で、情報
化が浸透していることが明らかである。 91年調査と比べると、わずか8年しか経過してい
ないにもかかわらず、両調査で共通に取り上げられた機器すべてで利用率が伸びている。
しかもその多くの機器で大幅な利用率の増加を見せている。このことはここ10年ぐらいの
間に情報化が急激に進展しつつあることを示している。 91年調査と98年調査で利用率が倍
以上増加した機器は、携帯電話 (PHS、自動車電話を含む）（増加率1043%)、バソコン
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表2.情報関連機器の利用率
テレフォンカード 86.9% (77.0%) 
銀行などのキャッシュカード 80.8% (67.9%) 
クレジットカード 45.6% (35.2%) 
ビデオカメラ 31.5% (23.7%) 
家庭用テレビゲーム 34.9% (14.8%) 
家庭用カラオケ装置 11.2% 
液晶テレビ 11.2% (4.9%) 
ヘッドフォン・ステレオ 27.3% (18.0%) 
LOプレイヤー、 DVDプレイヤー 13.9% (9.6%) 
CDプレイヤー 51.2% (33.9%) 
MDプレイヤー 11.2% 
コードレス、留守録などの多機能電話 65.9% (30.8%) 
携帯電話、 PHS、自動車電話 48.0% (4.2%) 
ポケットベル 7.5% 
ファクシミリ 38.6% (18.3%) 
ワープロ（専用機） 31.5% (27.0%) 
パソコン（ノート型を含む） 30.5% (11.5%) 
電子手帳、システム手帳 12.9% (11.0%) 
コピー機 36.3% 
カー・ナビゲーション 7.6% 
衛星放送 (BS・CS)受信装置 25.2% 
CATV受信装置 9.7% (6.9%) 
このなかにはない（その他） 1.6% 
(165%)、家庭用テレビゲーム (136%)、多機能電話 (114%)、ファクシミリ (111%) と
5つにも及んでいる。これらのメデイアの利用が非常な伸び率を示していることは二つの
点で注目に値する。一つは家庭用テレビゲームを除くメデイアが通信関係であることであ
る。つまり近年の情報化は特に通信の領域で急速に進んでいることを示している。もう一
つはパソコン、ファクシミリを除くと、主な利用の場が家庭というメデイアであることで
ある。仕事上の情報化ももちろんさらに進捗しつつあるが、情報化の波は家庭にも急速に
及び出しているものと思われる。家庭における情報化の進展は、娯楽に関する情報関連メ
デイアの利用にも現われている。先に挙げた家庭用テレビゲームを筆頭に、ビデオカメラ、
CD装置、 BS・CS受信装置、液晶テレビ、家庭用カラオケ装置などデジタル化が著しいメ
デイアの利用がかなりに及んでいる。
なお、パソコンについては若干留保しておく必要があろう。もちろん現在のパソコンは
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かっての電子「計算機」ではなく、その用途は多様で、一言でその利用領域を述べること
はできない。しかしながら業務あるいは家庭におけるパソコンの利用目的はインターネッ
トを経由したEメール、データベース・アクセス、ホームページ・アクセスなどの通信関
係がかなりの部分を占めている。これらの利用のかなりの部分は仕事上のものであろうが、
家庭での利用も少なくない。
この様に情報化は仕事の面ばかりではなく、家庭生活の面に急速に浸透しつつあると言
えよう。テレフォン・カード、キャッシュ・カード、クレジット・カードなどの金銭的処
理に関わる情報関連機器から家庭における情報化の進展が始まり、その主役であるパソコ
ンの急激な普及により、情報化は今後一層進むものと思われる。
3-2. 情報化の諸相ー属性別に見た情報関連機器の利用結果より一
川越市民の情報化の諸相をさらに探るため、情報関連機器の利用状況を属性別に集計し
た結果のうち、主要なものを見ておきたい。
(1)情報関連機器の利用種類数
まず情報関連機器の利用種類数と主な属性とのクロス集計結果を表 3~5に示す。なお
ここで、利用程度は利用している機器の種類数で、 L (5種類以下）、 M(6~9種類）、
H (10種類以上）の三つに分けた。
性別に見ると、男性のほうが女性よりも情報関連機器の利用種類が多いことがわかる。
年齢別では49歳以下の層で、また職業別では勤め人で情報関連機器の種類が多い。これら
の結果の意味するところは、すでに多くの識者が指摘しているように「情報化の進展はビ
ジネスから家庭へ」ということであろう。ほとんどの新しいメデイアはまず仕事の上で導
入され、その後に家庭に広まって行くのである。この調査でもこの様な見解を支持してい
ると思われる。
表 3.性別に見た情報関連機器の利用種類数
L
-
M
-
H
 
サンプル数 (642)
223 
246 
173 
男性 (46.9%)
35.8% 
46.3% 
60.7% 
女性 (53.1%)
63.2% 
53.7% 
39.3% 
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表4.年齢別に見た情報関連機器の利用種類数
サンプル数 24歳以下 25~39歳 40~49歳 50~64歳 65歳以上
(642) (8.7%) (22.7%) (16.5%) (27.3%) (21.5%) 
L 223 3.6% 8.1% 9.0% 33.2% 43.0% 
M 246 ll.4% 28.0% 15.4% 29.7% 13.4% 
H 173 11.6% 34.1% 27.7% 16.2% 5.2% 
注）年齢不明が全体で3.3%いるため、行の合計は100%にはならない。
表5.職業別に見た情報関連機器の利用種類数
サンプル数 自営業 勤め人 パート主婦 専業主婦 無 職 学 生
(642) (23.5%) (34.7叫 (12.0糾 (10.1%) (10.6%) (3.7叫
L 223 26.9% 16.1% 14.3% 12.1% 22.0% 0.4% 
M 246 22.4% 36.6% 12.2% 13.0% 6.9% 3.7% 
H 173 20 .8% 56.1% 8.7% 3.5% 1.2% 8.1% 
注）年齢不明、その他が全体で5.3%いるため、行の合計は100%にはならない。
(2)属性別に見た主要情報関連機器の利用実態
次に、調査した情報関連機器のうち、クレジット・カード、パソコン、携帯電話 (PHS,
自動車電話も含む）、衛星放送、 CATV、家庭用テレビゲームについて、先と同じように
性、年齢、職業の属性によってその利用率を検討する。表6~8に属性別の各情報関連機
器の利用率を示し、情報関連機器ごとに見て行こう。
A. クレジット・カード
全体的に見るとクレジット・カードは半数近くの人が利用している。その利用率は男女
間にあまり開きがなく、 25~39歳、 40~49歳の層ではほぽ6割の人が利用しているが、 65
歳以上の層では利用者が約 2割と減少している。職業別に見ると、勤め人で約 6割、専業
主婦でも約 4割が利用している。インターネットを中心とした情報化社会では、クレジッ
ト・カードが決済方法の主役ではなく、電子マネーがによる決済に移行すると考えられて
いるが、電子マネーはある意味でクレジット・カードの発展型とも位置付けることができ
るとともに、今後の情報化社会でもクレジット・カードは利用される可能性は低くないと
思われる。電子マネーヘの移行がどの程度の広がりを持つのかは定かではないが、クレジ
ット・カードの利用は電子マネーヘの移行を容易にすることは確かであろう。
B. パソコン
パソコンの利用率が高い層は男性、 49歳まで、勤め人、学生である。要するに若手中堅
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サラリーマンや学生で、主に仕事の上で（学生は勉学？の上で）コンピュータを使ってい
ると思われる。逆に利用率が低い層は65歳以上（利用者は 8.0%)、専業主婦 (9.2%)、無
職 (8.8%)である。このうち無職の大部分は65歳以上の層と重複するので、実質的には65
歳以上の層と専業主婦層の二つである。現在パソコンは職場のみならず家庭にも急速に普
及しつつあるが、これらの層では業務上でパソコンに接する機会がほとんどないため、パ
ソコンに対する不安やリテラシー上の問題があると思われる。また日常生活の上でインタ
ーネット経由の情報を必要とする度合が少ないのかもしれない。
C. 携帯電話 (PHS、自動車電話を含む）
属性ごとに携帯電話の利用率を調べた結果を見ると、やはり多くの情報機器の利用と同
様に、性別では男性が女性よりも高く、年齢が増すほどに低くなっており、職業別では主
婦（パートも専業も）、無職が低く、勤め人、学生で高くなっていることがわかる。この
結果は携帯電話の導入、普及の経緯に対応していると思われる。携帯電話はポケット・ベ
ルと同様に、当初ビジネスでの利用から始まった。それが料金の低廉化、サービスの多様
化、端末の軽量化・ファッション化などによって、急速に家庭（ホーム・ユース）にも普
及しつつある。郵政省 (2000) によれば、 1998年 9月の移動体電話（携帯電話 ・PHS)の
一人当り加入率は34.1% (1995年度 9.4%、1996年度21.5%、1997年度30.5%、ちなみに一
人当りの1997年度NTT電話普及率は47.7%、日本電信電話資料）となっており、この数値
にその急速な普及が示されている。川越市でもほぼ全国並みに普及していると思われる。
D. 衛星放送
衛星放送を利用している者は全体の約25%で、属性別に見ると学生に多いけれども、そ
れを除けば顕著な偏りは見られない。ここで質問しているのは、正確に言うと、衛星放送
を見ているかどうかではなく衛星放送受信装置を利用しているかどうかである。 CATVを
利用して衛星放送を見ているが利用していることに気づかない者もいると思われるため、
実際の視聴者はもう少し多いのではなかろうか。
E. CATV 
かってCATVが日本の社会に登場したときには、 CATVはその自主放送チャンネルを利
用して地域のさまざまな情報を供給し、コミュニティ意識を醸成するメデイアとして多い
に期待されていた。また都市型CATVが出現したときには、それが持つ多チャンネル性や
双方向性により、地上波放送のみならず衛星放送など多くの放送番組や双方向サービスを
供給するメデイアとして、その役割が注目されていた。現実には予想されていたほどこれ
らの期待は実現していないものの、将来的にはその特性が生かされる可能性、特にインタ
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男性
女性
~24歳
25~39歳
40~49歳
50~64歳
65歳～
自営業
勤め人
パート主婦
専業主婦
無職
学生
その他
表 6.性別に見た主要情報関連機器の利用率
クレジット
携帯電話 衛星放送
カード
パソコン
48.2% 38.5% 57.8% 26.6% 
43.4% 39.3% 24.0% 8.2% 
表 7.年齢別に見た主要情報関連機器の利用率
クレジット
・カード
パソコン 携帯電話 衛星放送
42.9% 50.0% 75.0% 28.6% 
63.7% 43.8% 69.2% 26.0% 
60.4% 46.2% 55.7% 31.1% 
41.7% 21.1% 42.3% 20.0% 
21.0% 8.0% 14.5% 24.6% 
表8.職業別に見た主要情報関連機器の利用率
クレジット
携帯電話 衛星放送パソコン
・カード
41.7% 21.2% 49.0% 26.5% 
61.0% 48.0% 69.1% 28.7% 
45.5% 27.3% 28.6% 19.5% 
38.5% 9.2% 30.8% 23.1% 
19.1% 8.8% 11.8% 16.2% 
37.5% 66.7% 79.2% 41.7% 
44.0% 28.0% 36.0% 16.0% 
家庭用TV
CATV 
ゲーム
11.3% 41.9% 
28.7% 28.7% 
家庭用TV
CATV 
ゲーム
10.7% 53.6% 
11.6% 55.5% 
16.0% 48.1% 
6.3% 21.1% 
6.5% 10.9% 
家庭用TV
CATV 
ゲーム
10.6% 33.8% 
11.7% 44.4% 
7.8% 33.8% 
7.7% 5.4% 
5.9% 7.4% 
12.5% 66.7% 
8.0% 12.0% 
ーネット接続、を秘めている。現在、川越市には川越ケーブルビジョンとテプコ・ケープ
ルテレビの二つのCATV会社が放送エリアを持っている。これらのCATVの実態や地域情
報化に果たす役割などについては後に詳しく述べるとして、ここでは調査結果について簡
単に触れておく。
今回の調査対象地区は川越ケープルテレビジョンの放送エリアに属している。調査結果
によると、 CATVの利用者は全体の約 1割となっているが、調査対象地区でのCATV加入
率はもっとずっと高いと推定され、その利用率はかなり低いと言えるようである。ただし、
回答者が「CATV受信装置」として何を意識していたかには若千の疑問がある。 CATVの
サービスのうち衛星放送を含め各放送局の再送信を利用している者は、それを単にテレビ
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の視聴と捉えて「CATV受信装置」の利用とはあまり意識しなかったのではないかという
ことも考えられるのである。
属性別に見ると高齢者で利用する者が少ないことが目立つ。このCATV会社が放送して
いる番組が高齢者にとって魅力的ではないということになろうが、この点についても後で
検討する。
F. 家庭用テレビゲーム
表に示したように家庭用テレビゲームは全体の約35%に利用され、しかも急速に利用率
が高まっている。性別に見ると、男性の方が女性よりも利用率がやや高い。年齢別では、
若者層(~24歳）だけではなく成年層 (25~39歳、 40~49歳）でもほぼ半数が利用している。
65歳以上の層では利用率が約10%と他の年齢層よりもかなり低いが、逆に、それでもこれ
だけ利用されている点に注目する必要があるのかもしれない。職業別では、学生で高く、
無職で低いが、他の職業には大きな差は見られない。急速な利用率が高まっていること、
高齢者を除いて、多くの年齢層、職業層で万遍なく利用されていることから、家庭用テレ
ビゲームは「国民的」な娯楽になろうとしているとも考えられる。またテレビゲームの映
像はますます立体化、精緻化し、現実以上にリアルとなって、高度な映像表現に支えられ
ている。
3-3. 情報化意識
ここでは98年調査のうち、情報化意識に関する 8個の質問に対する回答の集計結果を検
討する。まずこの調査で取り上げた情報化意識の項目について説明し、次に各項目ごとに
結果を検討して行く。
(1)情報化意識項目の構成と単純集計結果
以下にこの結果について説明して行くが、その前にここで取り上げた 8項目の性質につ
いて述べておきたい。情報化に対して、人はさまざまな意識、考えをもっていることは言
うまでもない。ここではそれらのうち「そう思う」と答えれば情報化のプラス面を評価す
るもの（ポジテイプ意識）と「そう思う」と答えればマイナス面を評価するもの（ネガテ
イプ意識）に大別した。ポジテイプ意識とした質問は「情報が簡単に手に入るようになっ
た」「情報が早く手に入るようになった」「情報化が進むと生活が便利になる」「情報化が
進むと人の心が豊かになる」の 4項目とし、ネガテイプ意識とした質問は「本当にほしい
情報は手に入らない」「選択に迷うほど情報があふれている」「必要な情報を手に入れるた
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めに、お金を払うのはあたりまえだ」「新しい情報機器が次々と現われて、情報化が進む
は不安だ」の 4項目とした。表9に各項目について単純集計結果を示す。
情報化が進展して行くと、情報が簡便にそして迅速性に入手できるようになると評価し
ているが、一方で、心の豊かさには貢献しない、本当に必要な情報は入手困難、情報が過
多になっているとの意見も相当強い。情報化の進展は必ずしも歓迎すべき面だけではない
表 9.情報化意識の単純集計結果
そう思う そう思わない 平均値
情報が簡単に手に入るようになった 81.9% 13.7% 1.1 
情報が早く手に入るようになった 77.4% 16.8% 1.03 
本当にほしい情報は手に入らない 58.6% 35.2% 0.42 
選択に迷うほど情報があふれている 60.6% 33.8% 0.52 
情報にお金を払うのはあたりまえ 52.3% 42.2% 0.20 
情報化が進むのは不安だ 57.3% 38.0% 0.30 
情報化が進むと生活が便利になる 62.1% 33.3% 0.52 
情報化が進むと人の心が豊かになる 22.1% 73.8% -0.71 
注）回答は「そう思う」「ややそう思う」「あまりそう思わない」「そう思わない」の 4件法になっている。表の「そ
う思う」は「そう思う」と「ややそう思う」の合計で「そう思わない」は「あまりそう思わない」と「そう思わない」
の合計である。平均値は「そう思う」に+2点、「ややそう思う」に+l点、「あまりそう思わない」にー 1点、「そ
う思わない」にー 2点をつけて平均した。
と評価されている。さらにこのことに対する不安も少なからず見られる。情報の対価の支
払いに関しては「当然だ」「当然ではない」の両方の意見が半ばしている。
(2)情報化意識ーポジテイプな側面一
初めに、情報化に対してポジテイプな意識と考えられる側面に関して検討する。表10~
19に属性とのクロス集計結果を示す。
A. 情報入手の簡便性と迅速性
する。情報入手の簡便性と迅速性は、意味的にはやや異なっているものの、両者の相関
も高いし、属性とのクロス集計結果も同じ様になっている。これらの項目に関しては、こ
れまでの情報化意識の研究（例えば、辻1998)でも、情報化の進展に伴って「情報が簡単
に入手できるようになった」「情報が早く入手できるようになった」との評価が為されて
いる通り、この調査でも情報入手の簡便性、迅速性が強まったとする者は圧倒的な多数を
占めている。フェース項目と情報化意識とのクロス集計から見る限り、どのような属性で
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も「そう思う」と答える比率はかなり高い。しかしながらどの属性のカテゴリーでも一様
に高いかといえば、必ずしもそうではない。属性によってはカテゴリー間に違いが見られ
る。年齢別に見ると、表10、11に示すように「65歳以上」の高年者ではその比率が他に比
表10.年齢別に見た情報入手の簡便性
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 85.5% 12.5% 1.20 
25~39歳 89.7% 8.9% 1.24 
40~49歳 89.6% 9.4% 1.23 
50-64歳 79.4% 14.9% 1.07 
65歳～ 69.6% 21.7% 0.86 
表11.年齢別に見た情報入手の迅速性
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 85.7% 14.3% 1.18 
25~39歳 81.5% 16.4% 1.06 
40~49歳 91.5% 8.5% 1.29 
50~64歳 73.1% 18.3% 0.95 
65歳～ 63.8% 24.6% 0.76 
べ低くなっている。また職業別では、表12、13に示すように「専業主婦」「無職」でもそ
の比率が他に比べ低い。これらの層で他よりも比率が低い原因を考えてみたい。これらの
属性のカテゴリーで「65歳以上」の者と「無職」の者は相当重複していると思われるので、
「無職」はさておき「高齢者」「専業主婦」について検討する。これらの層では、表14に示
すように情報関連機器の利用率が他よりも低いことから新しいメデイアからの情報には接
触する率が低く、旧来からのメデイア（対人も含む）での情報に満足している比率が高い
と想定される。
情報化が実感されるのは、パソコンを中心にした新しいメデイアの利用に負うところが
大きいと思われるが、これらの層では表15に示すように他の層に比べ、パソコンの利用率
が著しく低い。利用機会が少ない、操作が面倒ないし難しいと言った、いわばリテラシー
上の問題が在るとともに新しい形の情報欲求が低く、入手の早さも要求しないのかもしれ
ない。
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表12.職業別に見た情報入手の簡便性
そう思う そう思わない
自営業 83.4% 11.9% 
勤め人 89.2% 9.9% 
主婦（パート） 84.4% 14.3% 
主婦（専業） 75.4% 16.9% 
無職 63.2% 25.0% 
学生 91.7% 8.3% 
その他 68.0% 16.0% 
表13.職業別に見た情報入手の迅速性
そう思う そう思わない
自営業 77.5% 15.2% 
勤め人 87.0% 11.7% 
主婦（パート） 72.7% 23.4% 
主婦（専業） 69.2% 23.1% 
無職 63.2% 23.5% 
学生 95.8% 4.2% 
その他 60.0% 20.0% 
表14.「高齢者」「専業主婦」の情報関連機器の利用程度
L (情報関連機器の利用が5種以下）
M(情報関連機器の利用が6~9種）
H (情報関連機器の利用が10種以上）
' 65歳以上 1 専業主婦
69.9% 
23.9% 
6.5% 
41.5% 
49.2% 
49.2% 
表15.「高齢者」「専業主婦」の情報関連機器の利用程度
I 65歳以上 1 専業主婦
パソコンの利用者比率 8.0% 9.2% 
B. 生活便利意識
平均値
1.22 
1.21 
1.14 
0.87 
0.77 
1.42 
0.81 
平均値
1.1 
1.19 
0.93 
0.68 
0.81 
1.46 
0.70 
平均
34.7% 
38.3% 
26.9% 
平均
30.5% 
生活の便利さについては、やはり多くの者 (6割強）が「情報化が進むと生活が便利に
なる」と思っている。この結果も先行研究と一致している。情報化の進展が生活を便利に
すると思う傾向が最も強い層は、表16、17に示すように、年齢では25~39歳、職業では勤
め人であり、逆に「そう思わない」の比率が他の層よりも高いのは50~64歳、専業主婦で
ある（と言っても約半数が「そう思う」と答えているが）。「そう思う」で高い比率の層は
やはり仕事の上でパソコンなどの情報関連機器をよく使っている層で、業務上その便利さ
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を実感していると思われる。「そう思わない」で高い比率の層のうち、主婦については簡
便性、迅速性の時と同様に情報関連機器に対する接触の機会の少なさからこの様な結果に
なったと思われる。一方、 50~64歳については、別の解釈が必要になる。と言うのは、確
かにそれよりも年齢の若い層ほど情報関連機器に対する接触の少ないと思われるが、接触
がもっと少ない65歳以上では「そう思わない」の比率がこの層より低いからである。パソ
コンなどを利用するリテラシー上の困難があるため、率直には「そう思う」と答えられな
い人が少なくないからなのであろうか。
表16.年齢別に見た生活便利意識
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 60.7% 37.5% 0.42 
25~39歳 78.8% 19.9% 0.89 
40~49歳 69.8% 30.2% 0.62 
50~64歳 50.9% 44.6% 0.19 
65歳～ 57.2% 31.9% 0.56 
表17.職業別に見た生活便利意識
そう思う そう思わない 平均値
自営業 63.6% 31.1% 0.60 
勤め人 70.0% 28.7% 0.66 
主婦（パート） 59.7% 37.7% 0.36 
主婦（専業） 50.8% 44.6% 0.24 
無職 58.8% 29.4% 0.60 
学生 62.5% 37.5% 0.46 
その他 32.0% 37.5% -0.29 
C. 心の豊かさ促進
「情報化が進むと、人の心が豊かになる」については、表18、19に示すように、これま
表18.年齢別に見た心の豊かさ促進
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 8.9% 91.1% -1.11 
25~39歳 20.5% 78.1% -0.73 
40~49歳 21.7% 78.3% -0.79 
50~64歳 21.1% 74.3% -0.77 
65歳～ 31.2% 59.4% -0.37 
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表19.職業別に見た心の豊かさ促進
そう思う そう思わない 平均値
自営業 24.8% 70.2% -0.59 
勤め人 21.1% 78.0% -0.76 
主婦（パート） 15.9% 77.9% -0.76 
主婦（専業） 18.5% 76.9% -0.81 
無職 30.9% 57.4% -0.33 
学生 8.3% 91.7% -1.13 
その他 12.0% 72.0% -1.10 
でとはまったく異なる結果になっている。どのカテゴリーでも「そう思わない」と答える
比率が大変高い。年齢別では若年層ほど「そう思わない」し、職業別では学生が最も「そ
う思わない」。情報化の進展と心の豊かさは無関係と評価されている。むしろ情報化は心
の豊かさを妨害すると認識されているかもしれない。
(3)情報化意識ーネガティブな側面一
さて、次に情報化の進展にネガティブな面（危惧を抱く面）を扱った項目に移ろう。
「必要情報の入手困難性」「情報選択の困難性」「情報入手の金銭負担」「情報化不安意識」
の四項目の結果について検討して行く。
A. 必要情報入手、情報選択の困難性
始めに「必要情報の入手困難性」と「情報選択の困難性」について述べる。これらの項
目は意味的に微妙に異なっているが、その差は調査者が思っているほどではなかったよう
である。これらの項目の相関は非常に高いし、属性とのクロス集計でも似たような結果に
なっているので、一括して検討する。
表20~23に年齢別、職業別の集計結果を示す。これらの項目で「そう思う」と答えてい
る比率が低い層は、 65歳以上、専業主婦、無職である。他の属性層ではほぼ6割が「そう
思う」と回答している。これまで見てきた多くの属性別結果と同様に、これらの層ば情報
関連機器への接触機会の少ないことから情報化を実感として把握せずに、かって述べられ
ていた大まかな楽観的言説に従って評価しているのであろうか。
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表20.年齢別に見た「必要情報の入手困難性」
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 62.5% 37.5% 0.39 
25~39歳 58.9% 39.7% 0.36 
40~49歳 65.1% 34.9% 0.48 
50~64歳 62.3% 30.9% 0.53 
65歳～ 46.4% 37.0% 0.23 
表21.職業別に見た「必要情報の入手困難性」
そう思う そう思わない 平均値
自営業 62.9% 31.1% 0.58 
勤め人 61.0% 37.2% 0.41 
主婦（パート） 64.9% 31.2% 0.50 
主婦（専業） 49.2% 41.5% 0.19 
無職 44.1% 39.7% 0.11 
学生 62.5% 37.5% 0.38 
その他 56.0% 24.0% 0.60 
表22.年齢別に見た「情報選択の困難性」
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 58.9% 41.1% 0.29 
25~39歳 66.4% 32.2% 0.62 
40~49歳 72.6% 27.4% 0.77 
50~64歳 61.7% 30.9% 0.61 
65歳～ 44.9% 42.0% 0.17 
表23.職業別に見た「情報選択の困難性」
そう思う そう思わない 平均値
自営業 66.2% 27.8% 0.72 
勤め人 67.3% 31.4% 0.59 
主婦（パート） 66.2% 29.9% 0.59 
主婦（専業） 49.2% 43.1% 0.28 
無職 42.6% 41.2% 0.21 
学生 62.5% 37.5% 0.54 
その他 62.5% 44.0% 0.10 
B. 情報入手の金銭負担
情報化意識項目の説明のところで、「情報入手の金銭負担」ば情報化の進展においてネ
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ガテイプな面を扱っているとしたが、そうだとは必ずしも言い切れないかもしれない。た
だ、情報化が進展する以前には、一般人にとって情報コストはただか極めて安価であった
けれども、これからは必要な情報料を払うことが求められるようになってくることを考え
れば、費用の負担と言う点でネガテイプとも言える。表24、25に示すように、この項目に
ついては「そう思う」と情報料負担を当然のことと受け止めるのは、全体の約 5割である。
「そう思う」の比率が低い層は65歳以上、パート主婦である。 65歳以上の層は従前通りの
考え方で情報料を払うという意識が少なく、パート主婦は金銭感覚がシビアーなのかもし
れない。また両者にとって、料金を払ってもよいほどの魅力ある情報がないのかもしれな
い。
表24.年齢別に見た情報入手の金銭負担
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 48.2% 50.0% -0.07 
25~39歳 54.8% 43.8% 0.17 
40~49歳 58.5% 41.5% 0.22 
50~64歳 56.6% 37.1% 0.41 
65歳～ 42.8% 44.2% 0.08 
表25.職業別に見た情報入手の金銭負担
そう思う そう思わない 平均値
自営業 55.6% 37.7% 0.38 
勤め人 61.9% 36.3% 0.37 
主婦（パート） 35.1% 62.3% -0.28 
主婦（専業） 52.3% 41.5% 0.16 
無職 42.6% 44.1% 0.05 
学生 50.0% 50.0% -0.04 
その他 40.0% 44.0% 0.19 
C. 情報化に対する不安
最後に、情報化に対する不安について検討する。全体で見れば、 6割近くの者が不安に
感じている。ここでの不安ば情報化に取り残される不安、機器を使えない不安である。表
26、27に示すように、不安に思う比率は50歳以上、主婦（専業、パートとも）でこれまで
同様に高いけれども、 25歳以下、学生といった若年層でも半数近くが不安に思っている点
は注目する必要があろう。
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表26.年齢別に見た情報化不安
そう思う そう思わない 平均値
~24歳 46.4% 53.6% 0.00 
25~39歳 42.5% 56.2% -0.22 
40~49歳 58.5% 41.5% 0.25 
50~64歳 67.4% 27.4% 0.63 
65歳～ 64.5% 23.9% 0.62 
表27.職業別に見た情報化不安
そう思う そう思わない 平均値
自営業 66.9% 27.8% 0.59 
勤め人 49.3% 49.3% 0.01 
主婦（パート） 71.4% 26.0% 0.67 
主婦（専業） 66.2% 27.7% 0.64 
無職 52.9% 35.3% 0.27 
学生 45.8% 54.2% 0.00 
その他 32.0% 52.0% -0.52 
(4)情報関連機器利用種類数と情報化意識得点
調査対象者の情報関連機器利用種類数をL(5個以下）、 M (6 ~ 9個）、 H (10個以上）
の3群に分け、情報化意識得点との関係を表28に示す。情報化意識得点は、情報化意識に
関する項目に対する回答を表9の注に述べたように得点化し、回答者ごとに 8項目を合計
して（ネガテイプ4項目についてはプラス、マイナスを逆転させてある）、得点が高いほ
ど情報化に対して好意的になるようにして算出した。ここから見い出せることは、情報機
器の利用種類が多い者つまり情報化が進んでいる者が情報化の進展を、さほど顕著ではな
いが、プラスに評価しているということである。
表28.情報関連機器利用種類数と情報化意識得点
平均情報化意識得点
情報関連機器利用種類数L
情報関連機器利用種類数M
情報関連機器利用種類数H
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3-4. コミュニケーション行動
これまで川越市民の情報化について情報関連機器の利用の側面から検討して来たが、新
しいメデイアだけで川越市民の情報行動を捉えることは不十分であり、従来型のコミュニ
ケーションについても検討しておきたい。詳しい分析は別稿に譲るとして、ここでは98年
調査で取り上げた項目のなかからコミュニケーション行動に関する回答をざっと眺めてお
(1)情報受信型コミュニケーション行動
表29ば情報受信型のメデイア利用（コミュニケーション行動）について「ふだんよくす
る」と回答した者の比率を示した単純集計結果である。
テレビ、新聞といったマスメデイアの利用率は高いけれども、一方で広報誌、チラシ・
折り込み広告などのローカル・メデイアもよく利用されている。特に広報誌が全国紙と同
等以上の利用率を示していることは、地域情報化の問題を考える際に、重要な点を差し示
していると思われる。
表29.「受信型」コミュニケーション行動
メデイア利用行動 ふだんよくする者の比率
CD、テープ、レコードなどで音楽を聴く 54.0% (49.7%) 
ラジオを聞く 52.5% (52.9%) 
テレビのニュース番組を見る 88.3% (83.7%) 
テレビの娯楽番組を見る 71.5% (73.0%) 
何となくテレビをつけておく 34.1 % (22.9%) 
ビデオを見る 45.3% (38.1 %) 
全国紙を読む 66.2% (76.8%) 
地方紙や全国紙の地方版を読む 49.1% 
雑誌を読む（マンガ誌は除く） 41.3% 
情報誌（テレビ、イベント、求人などの）を読む 23.5% (16.4%) 
本を読む（雑誌、マンガなどは除く） 45.5% (45.8%) 
マンガ・コミックなどを読む 18.4% (14.6%) 
埼玉県や川越市の広報誌を読む 73.7% (76.3%) 
チラシ、折り込み広告を読む 61.2% (59.3%) 
映画館、劇場、美術館、コンサートホールなどへ行く 34.3% (32.0%) 
インターネットでホームページを見る 11.1% 
（ ）内は91年調査の結果
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(2)情報発信型コミュニケーション行動
次に主として発信に関わるメデイア利用（コミュニケーション行動）について見てみよ
う。表30に発信型コミュニケーション行動の利用率を示す。
表30.「発信型」コミュニケーション行動
コミュニケーション行動（メデイア利用行動） ふだんよくする者の比率
手紙・はがきを書く（仕事は除く） 36.9% 
人と話したくなって、電話をかける 44.7% 
パソコン通信 ・Eメールを使う 10.1% 
テレビ、ラジオ番組にファックスや電話で参加する 2.8% 
新聞社、テレビ局に投書や電話で自分の意見を伝える 2.2% 
写真を撮る 38.8% 
ビデオカメラで撮影する 15.7% 
日記をつける 15.3% 
絵、俳句；陶芸などの創作活動をする 7.9% 
カラオケで歌を歌う 32.9% 
楽器の演奏や合唱をしたりする 8.3% 
感じたり思い付いたことをメモなどに書き留める 41.6% 
新聞、雑誌などの関心ある記事を切り抜く 34.6% 
関心あるラジオ、テレビ番組を録音、録画する 41.4% 
必要な情報をフロッピーデイスクなどに保存する 10.1% 
ここで取り上げたコミュニケーション行動を「発信型」と言うのは必ずしも適当ではな
いかもしれない。この表のうち、上から五つまでは確かに発信型であるが、残りは自己充
足型、情報蓄積型とでも言ったほうがよいかもしれない。やや強引ではあるが、日記とカ
ラオケを除けば、情報を発信する際の準備あるいは発信につながる行動と言えないことは
ない。
この「発信型」のコミュニケーション行動では、手紙、電話と言う従来型のメデイアの
利用が比較的高いけれども、約 1割の利用率とまだまだ低いが、急速に普及しつつある電
子メールに注目する必要がある。先の受信型のコミュニケーション行動に比べると、「発
信型」のコミュニケーション行動は明らかに利用が少ない。最もこれは川越だけがそうと
いうわけではなく、全国的なものであろう。
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4. 川越市民の地域に対する関わり
地域情報化は地域における情報の流通、発信が活発化することを目的に行われるもので
あるから、その重要な主役である住民が当該地域にいかなる関わり方をしているかを検討
しておく必要がある。
そこで、 98年調査の中から住民と地域との関わりについての項目について検討する。こ
こでは川越市に対するアイデンテイティを意識レベルの地域所属意識、愛着の程度、愛着
を感じるもの／ところで押さえた上で、行動レベルで捉えた地域集団加入状況、近所付き
合いを検討し、地域の課題に対する態度を分析し、これらから川越市民の地域との関わり
について述べたい。
4-1. 地域所属意識
一口に地域と言っても、われわれはいくつもの広がりを持った複数のエリアに住んでい
る。今回の調査対象者で言えば、埼玉という県域レベル、川越という市レベル、それから
旧十ヶ町という町レベルである。これら三つのレベルにおいて、住民はどの程度の所属意
識を感じているのであろうか。表31に結果を示す。
埼玉県民の意識
川越市民の意識
旧十ヶ町民の意識
表31.地域への所属意識
よくある 1 ときどきある ＇ 
22.6% 33.3% 
36.1 % 
25.1% 
36.8% 
25.5% 
あまりない
33.2% 
20.1 % 
28.2% 
ほとんどない
8.9% 
5.5% 
18.2% 
この結果を見ると、今回の調査対象者は埼至という県域レベルもさることながら川越市
民としての所属意識を強く持っており（「よくある」と「ときどきある」を合わせて70%
を超えている）、旧十ヶ町の住民という意識もかなりあることがわかる。他に比較するデ
ータがないのではっきりしたことは言えないが、東京との位置関係、人口規模からすると
県民意識、市民意識の程度はほぼ予想された範囲内のものであろうし、旧十ヶ町意識に関
しては、おそらく他の地区ではこれほど高くはないであろうが、調査対象地区が川越市の
伝統を担う場所であることからするとこの程度の所属意識は当然かもしれない。
次に川越に対する愛着の程度を見ると、表32に示すように旧十ヶ町の住民は大変強い愛
着心を持っていることがわかる。やはりこの地区の特性が反映しているのであろう。他の
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地区ではこれほど愛着心が強くないのではなかろうか。
非常に感じる
33.5% 
表32.川越に対する愛着の程度
やや感じる
50.3% 
あまり感じない
11.8% 
ほとんど感じない
2.6% 
それでは川越のどのような点に愛着を感じているのであろうか？ 表33に愛着を感じて
いるもの／ところを調べた結果を示す。
表33.愛着を感じる点（複数回答、数値は「感じている」と回答した者の％）
感じている
蔵づくりの町並み、時の鐘などの伝統的な町の景観 77.4% 
川越祭りや夏祭りなどの地域の行事 67.3% 
川越城祉や喜多院などの歴史的な遺産 63.9% 
町内のお寺や神社、その周辺の自然の環境 48.9% 
便利で暮らしやすい生活環境 45.5% 
川越の歴史と文化 37.2% 
慣れ親しんだ町の人々 31.0% 
入間川・狭山丘陵などの川越市周辺の自然環境 22.9% 
川越駅前などの新しい町の景観 14.0% 
伝統的な生活慣習 12.5% 
その他、この中にはない、不明 5.3% 
この結果を見ると、調査対象者は自分たちの住んでいる地区およびその周辺に古くから
ある建物、行事といった「伝統」「歴史」に強い愛着を持っていることがわかる。調査対
象者が住んでいるところは川越市の伝統的で中枢的な地区であるため、自分たちが依って
立つ「伝統」「歴史」に強烈なアイデンテイティを感じているのであろう。川越市の新し
い商業の中心地である駅前周辺に愛着を感じている者がわずかであるのとは好対照であ
る。
4-2. 地域の付き合い
(1)地域活動
この地区の人々は具体的にどのように地域と関わっているのであろうか。この点を明ら
かにする一つの方策として、地域に存在するさまざまな集団に対する加入状況を調べた。
ここで取り上げた地域集団は三つのグループに分けられる。第一の集団は仕事関係、地域
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の組織、子ども関係という従来から存在し組織形態がはっきりしている「従来型」である。
第二の集団は余暇活動、ボランティア活動、共同購入活動など個人の自発性に基づく緩や
かな組織活動を行う「ソフト型」である。第三の集団は政治団体、宗教団体のように強い
信念と規律的で体系的な組織を特徴とする「ハード型」である。地域集団加入状況の単純
集計結果を表34に示す。
表34.地域集団への加入率
加入率
同業者組合・商店会・農協・労働組合など仕事関係の団体 26.6% (15.3%) 
町内会・老人クラプ・婦人会など地域の組織 39.4% (36.7%) 
PTAや子ども会など子ども関係の組織 13.1 % (18.2%) 
生活協同組合・消費者団体（共同購入）などの団体 10.4% (11.4%) 
スポーツ・学習・教養など余暇・文化活動のグループ 30.4 % (25.2%) 
ポランティアや奉仕活動の団体 5.5% (5.4%) 
「学校・教育をめぐる問題」を考えるサークルや団体 2.0% 
「町づくり」を考えるサークルや団体 4.0% 
政治関係の団体 2.6% (2.4%) 
宗教関係の団体 5.3% (6.1 %) 
その他 1.9% 
どれにも入っていない 24.8% (31.6%) 
注 （ ）内は91年調査結果
この結果を見ると、三つのタイプの集団のうち「従来型」の地域集団への加入率が高い
ことが明らかである。特に仕事関係の団体への加入率が高いことが目につく。 91年調査は
川越市の商業地区、住宅地区、郊外地区が対象地域であった。今回の調査結果との差異は、
その経年期間に地域集団加入を左右する出来事が起きていないことから、むしろ調査対象
地区の違いが反映されたものと思われる。愛着を感じる点ほどはっきりしているわけでは
ないが、やはり伝統的な商業地区というこの地区の特徴がうかがわれると理解できよう。
しかしその点を除けば、両調査にはさほど大きな違いは見られず、川越市では地域集団加
入はあまり地区の差が見られないことなのかもしれない。
(2)近所付き合い
地域社会での人間関係の広がりや深さを調べるため、近所の人とのつきあいの程度を質
問した。居住年数ごとに集計した結果を表35に示す。
「立ち話」「気軽に誘える」「家族同様」の三つは居住年数が長くなるほど「いる」と回
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答した者の比率が高くなっている。当然といえばその通りであるが、この地区の人々は近
所の人達とかなりの広がりを持って、そして相当深い人間関係が形成していることが読み
取れる。この地区では代々この地に住んでいる人が少なくなく、そのためこのような結果
になったと思われる。
表35.居住年数別に見た近所付き合い
~5年 6~24年 25~44年 45年～ 全体
道で会えば、立ち話をする相手 57.7% 75.7% 81.7% 85.3% 75.9% 
買物・食事に気軽に誘える相手 33.0% 38.2% 36.0% 45.0% 37.9% 
家族同様の付き合いをする相手 17.5% 19.8% 25.3% 34.1% 23.8% 
悩みごとを相談できる相手 23.7% 25.9% 31.2% 20.9% 25.9% 
協力して地域活動をする仲間 4.1% 14.6% 23.1% 18.6% 16.0% 
どれもいない 33.0% 15.1% 7.5% 5.4% 13.9% 
注 数値はそのような相手／仲間が近所にいると回答した者の比率
4-3. 地域の課題
地域情報化は地域住民のためのものであるから、当然そこには住民のニーズが反映され
なければならない。このようなニーズを探る一つの方策として、住民はどのような事柄を
地域の課題として捉えているか、さらにそれに対する取り組み姿勢をやや抽象的なレベル
で聞き、さらに具体的な問題として直面する環境問題へ関心、川越祭りの位置付けを調べ
て見た。
(1)地域が取り組むべき事柄
「川越の町の発展のために、住民がいま、力を入れなければならないことはどのような
ことなのか」を質問した。このような質問に対する回答はさまざまな次元のものが想定さ
れ得るが、ここで用意した選択肢は地域行政上の課題に対応するものを採用している。こ
の単純集計の結果が表36である。
当然のことながらこの結果は現在川越市が直面している問題を反映している。最も多く
の人が挙げている課題は道路や公共交通機関の整備である。川越は昔ながらの町だけに旧
市街地は概して道路が狭い。さらに観光の町なので車で訪れる人も多く、「駐車場が少な
い」「車が多い」といった問題につながってくる。特にこの地区は多くの観光客が訪れる
ため、この問題は一層深刻になっている。
次に多くの人が挙げたのは商店街の活性化である。おそらくここには二つの問題が含ま
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表36.地域の課題
「そう思う」者の比率
道路や公共交通機関を整備すること 55.5% 
商店街を活性化させること 53.7% 
ゴミ処理などの環境問題への取り組み 51.1% 
社会福祉を充実させること 43.1% 
文化施設を充実させること 39.7% 
医療施設を充実させること 33.5% 
県や市の行政改革 32.9% 
地元に働き口を設けること 31.0% 
教育の充実を図ること 23.4% 
観光開発 21.7% 
その他• この中にはない・不明 9.7% 
れていると思われる。一つは川越駅前辺りの商店街が周辺部あるいは近隣都市から多くの
買い物客を吸収するだけの集客能力が乏しいことである。この辺りの商店街は大宮、池袋
などの商店街とは規模も違い、大型店舗も少なく、あらゆる人々のあらゆる買い物に対応
できるわけではない。また吉祥寺などのようなファッショナブルな店も少なく、特定の客
層を集められるような特色もない。日常生活の延長での買い物の街なのである。もう一つ
の問題は調査対象である伝統地区の活性化である。この地区は川越観光資源が集積してい
るところであり、確かに休日は多くの観光客で賑わっている。しかしながらこの地区の商
店は観光客相手のものばかりではない。古くからの商業の中心的な街でもある。本格的な
商業地という意味では、川越駅前辺りに比べ沈滞しているとも言える。
ゴミ処理問題は次に取り上げるのでここでは触れず、残りの項目について簡単に述べて
おきたい。社会福祉の充実は、日本全体の問題でもあるが、主として高齢者人口の増大に
対して川越の行政がどのように取り組まなければならないかということへの問題関心が反
映されたものであろう。 98年調査のなかで、「高齢者や障害者に対する日常的な介護や福
祉活動を、誰が中心となって行うべきか」を聞いている項目がある。これに対する回答で
最も多いものは川越市であった。ちなみに第 2位が家族、第 3位が国や県となっている。
川越市に対する期待は大きい。少なくとも他の自治体並みには取り組んでもらいたいとい
うことであろうか。文化施設の充実では、市民の文化活動を支援するような施設が少ない
という意見がある。川越は歴史・伝統の街と言われるだけあって、国・県・市の指定文化
財になっている建造物の数は、関東では鎌倉、日光に次いで多い。また文化財として価値
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の高い美術工芸品も数多く存在している。しかしながらこういった歴史性、伝統性が市民
の文化活動に反映されているかと問われると、必ずしもそうとは言えない。また、より現
代的な文化活動実践の場としての施設は非常に少ないと言う市民の声もある。確かに歴史、
伝統といった意味での文化施設はそれなりに充実しているが、生活者としての市民文化に
対する支援が不足していると言う意見が反映されているのであろう。医療施設に関して、
よく言われているのは公立の大きな総合病院がないことである。簡単に解決できる問題で
はないが、高齢化を考えると重要なことと認識しておく必要があると思われる。
(2)川越市の環境問題への関心
現在川越市が直面している環境問題の主要なものを取り上げ、それに対する関心／関わ
りについて質問した。ここで取り上げたものは新河岸川の浄化、ゴミ処理、産業廃棄物・
ダイオキシンの三つの問題である。表37に単純集計結果を示す。
表37.環境問題への関心と関わり
関心なし 関心なし 関心なし 関心なし
関係ない 関係ない 関係ない 関係ない
新河岸川の浄化 3.4% 39.7% 13.9% 40.5% 
ゴミ処理問題 1.2% 11.7% 4.0% 30.7% 
産業廃棄物やダイオキシン問題 2.0% 10.1% 7.3% 78.5% 
この三つの問題について、関心のあり／なし、関係のあり／なしで集計し直してみたの
が表38である。
表38.環境問題への関心のあり／なし、関係のあり／なし
関心 関係
あり なし あり なし
新河岸川の浄化 54.4% 43.1% 80.2% 17.3% 
ゴミ処理問題 84.7% 12.9% 92.4% 5.3% 
産業廃棄物やダイオキシン問題 85.8% 12.1% 88.6% 9.3% 
これら二つの表から明らかなように、どの問題も自分たちの生活に密着した重要な問題
であることがわかる。なお、新河岸川の浄化の問題で「関心なし／関係あり」が相当多い
のは、新河岸川はこの地区から離れているが観光資源であるとともに憩の場であることを
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反映していると思われる。
(3)川越祭りに対する市民の意識
川越祭りは川越城主であった松平伊豆守信綱が奨励し、しだいに江戸の山王祭り、神田
祭りの様式を取り入れながら変遷を重ね、およそ350年にわたって受け継がれてきた伝統
行事で、「小江戸」川越を象徴する祭りとして多くの観光客を集め、川越観光の一つの核
となっている。毎年10月14、15日に行われる川越祭りの主役はこの地区の人達である。
この川越祭りに対し、市民はどのように認識しているのであろうか。 98年調査のなかか
らそれを探り、川越市の観光を考える際の参考にしてみたい。
先に記した「愛着を感じるところ」（表33)では「蔵づくりの街並みや時の鐘などの伝
統的な町の景観」「川越城跡や喜多院などの歴史的な遺産」と並んで、 7割近くの者がこ
の川越祭りに愛着を感じると答えている。このように川越祭りは川越市民、正確に言えば
旧十ヶ町の住民、が持っている強い地域アイデンテイティを現わす具体的な出来事となっ
ている。この川越祭りについての評価の結果を表39に示す。
表39.川越祭りに対する評価
多いに役立って やや役立って あまり役立っ まったく役立
いる いる ていない っていない
観光資源として 61.2% 28.3% 6.4% 0.5% 
川越のイメー
ジアップに
57.3% 33.5% 4.8% 0.6% 
市民の連帯を
深めることに
35.7% 44.4% 15.4% 1.1% 
郷土愛を深め
ることに
38.8% 43.8% 12.3% 1.7% 
いずれの項目も 8割以上の者が「役立つ」と回答しており、川越祭りは非常に意義ある
ものとして高く評価されていることがわかる。川越に対する外部からの評価を高めている
だけではなく、市民の結束、地域への愛着といった、いわば内的な川越意識を深めるのに
大いに役立っていると認識されている。川越祭りは単なる観光資源としてだけではなく、
まさに地域アイデンテイティを形成するものとなっているのである。
ところで、地域の課題として観光開発を挙げているものは 2割程度しかいない（表36)。
観光開発は川越祭りだけを念頭に置いたものではないが、充分に成熟し安定した祭りであ
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り、いま以上に改革するようなものではないということなのであろうか。
5. 川越市の情報行政
第3章、第4章では住民のコミュニケーションの実態について検討してきたが、本章で
は地域情報化のもう一方の旗頭である行政サイドの取り組みについて述べる。
80年代半ばに中央官庁が唱え出したいろいろな地域情報化構想への対応は、各自治体で
大変に異なっていた。いちはやくこれらの構想に呼応して積極的に指定を受けようとした
都市、他の自治体の動向をながめつつ対応しようとしていた都市、ほとんど関心を示さな
かった都市とさまざまであった。川越市はどの地域情報化構想の指定も受けなかった。川
越市役所総務部情報統計課へのヒアリング（平成 9年12月13日実施）の際に聞いたところ
「それらの構想を検討した結果、参加しなかったわけではない。当時のことははっきりわ
からないが、実際には何も議論されなかったようだ。川越市は堅実な体質だから」とのこ
とであった。どうやらその当時は地域情報化に無関心な自治体の一つであったようである。
とはいえ、もちろん業務の電算化はそれなりに進行していた。
川越市は地域情報化計画として平成10年3月に『川越市情報化基本計画』（以下、基本
計画）を策定した。第 1章に述べたように、地域情報化システムは行政情報システムと地
域情報通信システムに大別される。各々のシステムについて基本計画に沿って、川越市の
情報行政の実態を検討して行きたい。
5-1. 行政情報システム
行政情報システムは行政体内業務のコンピュータ化、ネットワーク化のことである。業
務のコンピュータ化はこれまで書類のやり取りでなされていた業務をコンピュータで処理
しようとするものである。これは情報化という現代社会の歴史的な流れに沿った動きで、
公共体であれ民間組織体であれ、業務の簡便化、迅速化を促進する必然的な進行である。
1980年代前半に顕著であった中央官庁が主導する地域情報化構想が仮に存在しなかったと
しても、業務のコンピュータ化は進行したに違いない。しかしこれらの構想によって地方
自治体業務のコンピュータ化が随分加速されたことは疑いのないところであろう。
基本計画では「事務のOA化」と「定型的業務の情報システム化」がこれに相当する。
「事務のOA化」は事務にコンピュータを積極的に導入して、作成する文書の電子化を図り、
総合的な文書管理システムを構築し、さらに電子メールや電子掲示板を利用して事務連絡
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表40.行政情報システムの整備状況
システム名 実施団体数 利用率
防災情報システム 1560 48.3% 
緊急通報システム 979 30.3% 
行政情報提供システム 879 27.2% 
行政窓ロサーピスオンラインシステム 566 17.5% 
気象・水防情報システム 332 10.3% 
図書館情報ネットワークシステム 258 8.0% 
地域・タウン・イベント情報提供システム 147 4.5% 
保健医療情報システム 163 5.0% 
障害学習支援情報システム 145 4.5% 
公害監視システム 118 3.7% 
公共施設案内・予約システム 113 3.5% 
農林漁業技術情報提供システム 113 3.5% 
産業情報提供システム 100 3.1% 
観光物産情報提供システム 93 2.9% 
救急医療情報システム 77 2.4% 
道路交通情報システム 70 2.2% 
農林水産物市況情報提供システム 70 2.2% 
学校教育支援情報システム 60 1.9% 
福祉活動支援情報システム 60 1.9% 
駐車場情報システム 48 1.5% 
地図情報提供システム 40 1.2% 
病害虫発生予察情報システム 32 1.0% 
中小企業技術開発支援情報システム 31 1.0% 
消費者保護情報提供システム 28 0.9% 
商店街情報システム 26 0.8% 
オンライン受発注システム 23 0.7% 
漁海況情報システム 23 0.7% 
自動検針システム 21 0.6% 
地域カードシステム 20 0.6% 
バスロケーションシステム 15 0.5% 
ホームセキュリティサービスシステム 10 0.3% 
ホームショッピングシステム 3 0.1% 
（出典）地方自治情報センター、平成8年3月
や様々なスケジュール／予約管理を行うグループウェアを導入することである。川越市情
報統計課によれば「他の地方行政体に較べて特別にコンピュータの導入やネットワーク化
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が進んでいるわけでないけれども遅れている方でもなさそう」である。ただ筆者は何度か
市役所を訪問した際に所内を通りがかりに見たところ、全くの印象でしかないが、同規模
の民間会社に較べると、まだまだコンピュータは少ないように感じられた。
「定型的業務の情報システム化」の代表としては戸籍情報システムがあげられる。基本
計画によれば「戸籍事務の効率化とそれによる窓ロサービスの向上を図るため戸籍を磁気
的に記録・調整し、異動処理、証明処理などを行うシステム」で導入が図られている。こ
の他、パッケージ・システムで行う小規模業務のOA化、大型汎用機で処理している業務
システムの機能拡大と信頼性向上が図られている。
5-2. 地域情報通信システム
地域住民の日常生活のさまざまの面で役立つ地域情報通信システムはまだそれほど導入
されていない。地方自治自治情報センター (1996)は平成 8年度における全国自治体の地
域情報通信システムに関する整備状況として表40に示す表を公表している。この表をわざ
わざ掲げたのは、地域情報通信システムとはどのようなものを指すのかについて、自治省
の考えを示すためでもある。
自治大臣官房情報政策室内情報政策研究会 (1999)によれば、これらのシステムのうち
川越市が導入しているものは、「防災情報システム」「緊急通報システム」「行政窓ロサー
ピスオンラインシステム」「公害監視システム」となっている。
基本計画から今後のシステム構築予定をみると、「保健・医療・福祉情報システム」（各
課にまたがる福祉関係の情報を一元的に管理することにより、一ヶ所で適切な相談・助言、
申請手続きができる福祉関係の総合相談窓口を目指すシステム）、「学習・文化・スポーツ
活動情報システム」（市民会館、公民館、体育館など、市民の学習活動、文化活動、スポ
ーツ活動に関連する公共施設を通信ネットワークで結び、どの施設の窓口からでも、すべ
ての利用予約や口座などへの参加予約を可能とし、また、地域の人材や施設の情報などの
豊富な学習・文化・スポーツ活動情報に基づく相談・助言サービスを充実させるシステ
ム）「地図情報システム」（地図とこれに関連する台帳類を電子データ化して一元的に管理
し、加工、検索、表示などの機能を実現し、固定資産業務、地籍調査業務、道路管理業務、
水道管理業務、下水道管理業務、農地管理業務、都市計画業務、環境・防災業務などに適
用しようとするシステム）が検討されている。
この他、基本計画では「インターネットの有効活用」も検討されており、ホームページ
を拡充して、川越市のPR、市民生活への支援、市民参加の町づくりの推進、コミュニテ
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ィの展開の各セクションを作ろうとしている。さらに学校教育での活用や事務処理の応用
にも利用しようとしている。
6 . 地域コミュニケーション・ネットワーク
地域情報化の担い手である川越市と市民を結び付ける役割を果たすものとして、行政体
の広報・広聴活動と市民側の組織／ネットワークについて述べておきたい。
6-1. 川越市の広報・広聴活動
(1)川越市の広報活動
川越市の行政全般について、「川越市民のしおり」という冊子が毎年市の広報課から発
行され市民に渡されている。この冊子にはさまざまな行政サービスの概要、問い合わせ先、
行政機構がまとめられ、それらの利用手続きなどが記載され、さらに川越市の歴史、人口、
産業、交通、観光ガイドなど「まちのようす」も記されている暮らしの便利帳である。
この冊子にも簡単に紹介されているが、川越市が継続的に行っている広報活動は広報誌
「広報川越」が中心になっている。この小冊子は広報課が毎月 2回 (10日と25日）発行し、
全戸に協力員を通して配布されている。毎号約24ページから成るこの広報誌の内容は市の
行政情報、さまざまな教室・催し、近隣地域の案内、健康に関するお知らせなどから構成
されている。
ちなみに「広報川越」 No.991(平成12年9月25日）の内容を記すと、表紙が浅間神社の
「お焚きあげ」の写真をメインに市の人口動態情報、市民憲章の抜粋、 2ページは10月の
記念日案内、 3ページが国勢調査の連絡、 4~5ページがレインボウニュースと称して近
接市町のハイキングコース・イペント・メデイア登場場所・講演の案内、 6ページが川越
まつりの案内・ 情報、 7~12ページが市の「事業のお知らせ」で住宅入居者募集・博物館
行事・駐車場・ 2002年FIFAワールドカップ県民向けチケット案内・市民文化祭の案内な
ど市のさまざまな事業の案内、 13~17ページが「お知らせパック」で市が管轄する公民館
など各種団体の催し・教室・募集・ こどもの城情報・総合福祉センター情報などのお知ら
せ、 18ページが市民のサークル／同好会からの参加呼びかけからなる「ひとくち伝言板」、
19ページが市民相談案内、 20~21ページが主な公共施設（市民会館、文化会館、市立図書
館、コミュニティルーム、県民ミニギャラリー、プラネタリウム、運動公園）の催しもの
ガイド、 22~23ページが各種検診案内・育児相談案内・健康教室案内・休日医療機関情報
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など健康に関するコーナー、最終の24ページが「歴史を今に伝えて」の連載 ・TVわが街
川越番組ガイド（テレビ埼玉、川越ケープルテレビ、テプコケープルテレビでの放映日時
と内容） ・編集日記、と構成されている。
それでは「広報川越」は市民どのように利用されているのであろうか。表 l「広報川越」
の閲読度に示したように「毎回読む」「ときどき読んでいる」を合わせるとほぼ90%とな
っている。なお91年調査でも「毎回読んでいる」「月に 1回ぐらい読んでいる」を合わせ
て同じくほぽ90%となっている。少なくともこの10年くらい「広報川越」は安定して多く
の市民によく利用されていると理解されよう。
さて川越市は活字メデイアを使った広報活動だけではなく、テレビ放送によっても広報
活動を行っている。 U局であるテレビ埼玉で「わが街川越」という番組（川越市内の出来
事を10分間に編集している）を毎週 1回・再放送 1回（広報川越991号によれば土曜日午
前10時20分から10時30分まで、再放送は日曜日午後 5時30分から 5時40分まで）放送して
いる。ちなみに広報川越991号には、市内の交通渋滞緩和のために実験として試行する
「パークアンドライト」の概要について伝え、今後の交通政策を考えるという番組内容と
紹介されている。さらにこの番組は川越市内をエリアに持つ川越ケーブルテレビとテプコ
ケープルテレビという二つのCATV放送局にも提供されている。これらのCATV局では、
ともに 1日5回同じ番組が繰り返し放送されている。
この番組はどれくらい視聴されているのであろうか。テレビ埼玉、テプコケーブルテレ
ビについては調査データが得られなかったので不明であるが、川越ケーブルテレビの視聴
エリアを調査対象地域とした91年調査では、「月に 1回ぐらい見ている」が16.5%、「月に
2、3回見ている」が6.4%、「毎週見ている」が1.8%となっている。これらの数値をどう
解釈するかは難しいが、地上波テレビ局チャンネル、衛星放送チャンネルの再放送が主力
となってるこれらのCATV局では、「わが街川越」はかなり見られていると解釈さること
もできよう。
(2) 川越市の広聴活動
一方、市民の意見を行政に反映させるシステムである広聴活動はどのように展開されて
いるのであろうか。川越市市長公室広聴課（平成 9年時点で、一つの課として独立してい
るのは埼玉県では川越市のみ）によると、主な広聴活動は市政懇談会、市民意識調査、陳
情・要望の受付、目安箱である。
市政懇談会は月に 1、2回のペースで「市長と市民が直接対話を行い、市民の要望・意
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見を聴くとともに、市政に関する情報を提供しながら、市政に体する市民の理解と協力を
求める」ことを目的に、現在も続けられている。市長と対話する市民は公募されるわけで
はなく、各種団体の所属メンバーである。この市政懇談会の活動の一端を広聴課の資料
（平成 8年度川越市の広聴）により記す。平成 8年4月から10月の間に市政懇談会は合計
11回開催されている。対象団体は川越青年会議所、老人クラプ連合会、臨時保母の会、建
築関係者、夏休み親子施設めぐり参加者、農業委員、川越市女性ネットワーク、連合埼
玉・川越地域協議会などとなっている。 1回あたり 1時間から 2時間、参加者は10人から
45人で、全11回で合計200の意見が出された。平成 5年度から行われている市政懇談会は、
平成 5年度が開催回数23回・参加人数1449、平成 6年度が開催回数23回・参加人数1379、
平成 7年度が開催回数21、参加人数490となっている。
川越市の広聴活動の中で、ユニークなのが市民目安箱である。これは市内にあるほぼ全
公共施設（図書館、文化会館、公民館、出張所など） 23ケ所に目安箱を設置し、市民から
文書で市政に対する提言・要望などを、住所、氏名を記入の上、直接市長に寄せてもらい、
その後所轄課にて検討の上、市長が再閲の後、提案者に回答するものである。平成 5年5
月から設置され、同年度の投かん数が317、平成 6年度が285、平成 7年度が398、平成 8
年度が467となっている。平成 8年度川越市の広聴によると、もっとも多い事柄は道路改
良整備、バスの運行などの道路・交通問題で、次いで文化施設などの施設運営問題、ゴミ
処理などの環境・衛生問題、市民に対する接し方などの市職員問題と続いている。
市民意識調査は市政に対する市民の意識や要望を把握するために昭和56年から 3年置き
くらいに実施され、平成9年9月には第 6回の調査が行われた。
このほか広聴課では市議会で扱う請願以外の陳情・要望を扱っており、そこから市政に
対する意見を収集している。
6-2. 市民のネットワーク
川越市の街づくり行政に対し、ある程度の影響力を持っている市民組織／ネットワーク
について簡単に触れておく。川越市の有力者や川越市役所のいくつかの課に対して行った
ヒアリング調査（現在別稿にて取りまとめ中で、年度末に報告書として刊行予定）などに
よると、このような組織／ネットワークとして、多くが挙げているものは、蔵の会、商工
会議所・青年会議所、市民協議会である。
蔵の会は川越市を代表する「旧十か町・四門前町」地区の商店街の二世・若手、青年会
議所の卒業者を中心メンバーにして、蔵を中心とする伝統的建造物の保存を目的として
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1983年5月に設立された。保存といっても単に所有者に保存を呼び掛けるだけではなく、
積極的に町並み運動に結び付け、商業の活性化を図ろうとするものである。蔵の会の代表
である馬場弘氏によると「この会は同好会的、勉強会的な性格が強く、閉鎖された組織で
はない。現在はメンバーも建築家、サラリーマン、蔵の会ファンなど多様になり、他地区
在住の会員も少なくなく、会費制で運営されている。川越市行政とは無関係に作られた緩
やかな組織であるが、行政の町づくりの動きから依頼された仕事もある。」
この地区の家屋の改築・改装の際に相談に乗る、電線の地中化を川越市に働きかける
（この件はすでに実現している）など伝統的建造物の保存に力を注いでいるが、それだけ
ではなく「町家的な合理的な住まい方といった生活の仕方まで考えている。」さらに川越
市の駅前の新興商店街など川越市の町づくり全体まで視野に入れている。川越市行政側も
「蔵造りの町並み」「菓子屋横町」など観光による町おこしの観点から、この会の活動に大
きな興味を示し、蔵の会のアイデイアを活用している。一方、蔵の会も川越市を巻き込ん
で、そこから様々な支援を期待している。両者の思惑は必ずしも一致しているわけではな
いが、伝統的建造物による町づくりを目指して、お互いにうまく利用しあっていると思わ
れる。
次に市民協議会（正式名称は "21世紀の川越を考える"市民協議会）であるが、その設
立総会の資料によると、この協議会は「川越に在住し、各分野、各地域、各年代の方々、
川越の未来を真剣に考えている人々によって組織され、この人達に川越の政治、経済、社
会、文化、教育等について、私的ではなく公的な立場から話し合ってもらい、その結果を
行政体にあるいは市民に提言、提唱する。叉は市民意識の向上のための各種のキャンペー
ンをはる」ことを目的に1981年に設立された。この協議会は、蔵の会が伝統的商業地から
自発的に誕生したのとは対照的に、市行政体の要請を受けて、青年会議所が中心となって
川越市の有力者を組織したものである。市民協議会は毎月定例会を開催し、川越市総合計
画基本構想など市の様々な問題に対して提言を行っている。
7. 地域社会と地域情報化一結びに変えて
さまざまの問題を抱えながら、また積極さにはかなりの違いがあるものの、多くの地方
自治体は地域情報化の実現に向けて取り組んでいる。しかしながら必ずしもそれらのシス
テムが有効に活用されているとは言い難い。経済的事情、運用ノウハウの乏しさなど多く
の問題があるけれども、根本的なことで見逃せないものに「地域情報化と住民との乖離」
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の問題が挙げられる。仕掛け側の地方行政体がとにかくカタチあるシステムを作ることに
専念してしまい、自分達の地域にどのような地域情報化システムが求められているかに関
しては、お座なりになっていることが多い。一方、住民側は地域情報化に対して無関心で
あることが多い。もっとも行政全般に関してもかも知れないが・・。要するに行政体と住
民の双方に「地域情報化は共同作業で行うものだ」という認識がまだまだ弱いのである。
川越市の場合、目安箱、市政懇談会など市民と行政と接点となる場があるものの、目安箱
では個別具体的な問題に終始しがちであるし、市政懇談会は対象となる団体の適格性に問
題が無いわけではない。また市民協議会は行政側の要請を受けて設立された団体で、一般
市民の意向がそこに反映されているかどうか疑問が残る。一方、市民側から自発的に組織
された団体でめぽしいのは蔵の会だけである。これとてその主力は限られた地域に住む限
られた職種の者である。とはいえ、これら行政体と市民の交流がある程度かも知れないが、
何らかの成果をもたらしているのも事実である。ただこれらの交流活動が川越全体から見
ると余りにもささやかであると思われる。
このように行政体と市民の共同作業といっても、そのような素地はあるのであろうか、
また現実にそれをどのように実践して行くかを検討してゆくことが必要となろう。本研究
では地域情報化に関して市民側の問題をかなり取り上げた。「4.地域に対する川越市民
の関わり」で述べたたように川越に対する市民の関わり、関心は決して低いわけではない。
これをどのように地域情報化に結び付けていくかが問われているように思える。その可能
性を探るため、「2.川越市民の情報行動、情報化意識、コミュニケーション行動」で情
報化に関わる意識や行動を調べた。確かに情報化の進展に対して不安を抱くものは少なく
ないし、「発信型」のコミュニケーション行動も多くないが、多くの者が情報関連機器を
使用しているし、情報化の進展に対して、地に足を着けた意味で、ポジティブに捉えてい
る者も多い。このように解釈するならば、素地としては十分な可能性を秘めていると思わ
れる。
それではつぎに実践して行く方策の問題に移りたい。多くの識者が注目していることで
あるが、インターネットの利用はその有力な方策であろう。インターネットのメデイア特
性に関してはすでに多くの知見がいろいろなところで述べられているので、ここでは割愛
するが、コンピュータを使う者にとって「気楽」に発信できるという特徴を持っている。
コンピュータ／インターネットの利用による市民参加の可能性については拙稿（常木、
2000) を参照していただければ幸いである。
現実に、インターネットを利用して町づくりに関わる市民の自主的な活動が見られるよ
-221-
関西大学『社会学部紀要』第32巻第 3号
うになってきている。その 1つのケースとして大阪府伊丹市の「コミュニティいたみ」と
いう市民ボランティア組織について触れておきたい。ここが運営しているホームページは
「自転車問題フォーラム」「伊丹まちづくりフォーラム」など市民が自由に意見を述べるこ
とができるフォーラム、商店街などの地域密着の情報、伊丹市役所からのニュースや連絡
など様々なリンクを持っている。このネット上の議論から実際に伊丹市のまちづくりに結
び付けていこうとする動きが出ている。
このように川越市のみならず地域で、インターネットを利用して住民が行政に働きかけ
たり、行政と一緒に議論して行くなどの共同作業の可能性はさらに検討していく必要があ
ろう。さらには地域情報／行政情報システムをインターネットに結び付けていく方策も考
慮に値するものであろう。
本研究は1998年度関西大学重点領域研究助成を受けて行った「情報行政に関する研究」の一部で
ある。なお川越で行った調査の一部は平成 4年度科学研究費補助金（総合研究A)「コミュニケー
ション行為と高度情報化社会」（課題番号03301022研究代表者：田中義久）と平成9年度科学研究
費補助金（基盤研究(B)(1)) 「地域社会における高度情報化の展開とコミュニケーション行為の変
容」（課題番号09410052研究代表者：田中義久）に依っている。謝意を表したい。
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